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四半期決算レビューの任意化後の      

決算訂正の状況について 
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金融商品取引法（以下「金商法」といいます。）の改正により、2024 年 4 月から四半期決算の

四半期決算短信への「一本化」が始まり、速報性の観点等から四半期決算に対する監査人のレビ

ューは原則として任意化されました。これにより四半期決算の信頼性が低下するのではないか

と危惧する向きもあったところでしたが、改正後の最初の四半期決算の訂正が前年同期比 1.8 倍

になったという調査結果 1（以下「本調査結果」といいます。）が明らかとなりました。そこで、

本稿では四半期開示制度の見直しについてあらためて概括するとともに、改正後の四半期決算

短信のレビューの状況及び本調査結果の概要を解説いたします。 

  

１ 四半期開示の見直しの概要 
 

 2023 年 11 月 20 日、「金融商品取引法等一部を改正する法律」が成立し、2024 年 4 月 1 日か

ら金商法の四半期報告書は廃止され、四半期開示制度は証券取引所規則に基づく四半期決算短

信に「一本化」されました。これにより、四半期報告書の提出義務が撤廃され、従前四半期報告

書の作成義務がない有価証券報告書提出会社に提出が求められていた半期報告書の提出が必要

となりました（下表参照）。そして、四半期報告書の廃止により情報開示の後退と受け取られな

いようにする観点から、投資家の要望が特に強い事項（セグメント情報、キャッシュ・フローの

情報等）が四半期決算短信の開示内容に追加されることとなった一方で、速報性等の観点から監

 
1「四半期決算短信の訂正が前年同期比 1.8 倍に」週刊経営財務 No.3687.4 頁。 
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査人によるレビューは義務付けないこととされました 2。 

 

（㈱東京証券取引所「四半期開示の見直しに関する実務の方針」8 頁より抜粋） 

 

２ 四半期決算短信のレビュー及び決算訂正の状況 
 

 金商法の上記改正を受けて四半期決算短信の監査人によるレビューを受ける上場会社は大き

く減少し、2024 年 6 月 30 日に終了する第 1 四半期又は第 3 四半期に係る決算短信について任

意のレビューを実施した上場会社は全体の 27.3％となりました。プライム市場の実施率が

27.3％と最も高く、次いでスタンダード市場（20.9％）、グロース市場（17.5％）となっていま

す 3。 

レビューの任意化には、不正の発見や改善が遅れかねないという投資家の懸念もあったとこ

ろ、本調査結果 4によりますと、同日に終了する第 1 四半期の決算短信の訂正件数は前年同期比

で 1.8 倍に増加し、訂正を行った企業の全体に対するレビューの実施状況別の割合は、レビュー

有りが 2.27%、同なしが 1.79%であったとのことでした。このように、レビューを実施してい

る上場会社において相対的に訂正事例が多くみられ、昨年との比較で数字を押し上げている印

象を与えますが、その訂正の内容に関しては、レビューを実施していない上場会社の決算訂正の

7 割弱が財務情報に関するものであったのに対して、レビューを実施している上場会社のものに

ついては比較的軽微な訂正などが多く、財務情報に関するものは 4 割弱に留まったということ

でした。 

 

 
2 直近の有価証券報告書に添付される監査報告書に監査人の「除外事項を付した限定付適正意見」が記載

されている場合などでは、四半期財務諸表等についてレビューが義務付けられることになります（有価証

券上場規程 404 条 3 項、同施行規則 405 条 2 項）。 
3 ㈱東京証券取引所「四半期開示の見直し後の四半期決算短信の開示動向」3、5 頁参照。 
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３ 今後の展望 
 

   金商法の改正によりレビューの実施は任意となり、レビューを行わないことを選択した

上場会社においてもその大半が程度にばらつきはあるものの年度監査の一環として四半期決

算を見るよう監査人に求めている状況にあるとされています。四半期決算短信を訂正したレ

ビューを実施していない上場会社において監査人にどの程度の関与を求めていたかは明らか

ではありませんが、本調査結果は、財務数値の訂正を要するという相対的に重要な四半期決算

の誤りを監査人のレビューが防止・発見する可能性を高めることを実証的に示すと見得るも

のであるため、今後も同様の傾向が続くこととなるかが注視されます。 

 

 

 

【執筆者】 
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